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諮問庁：国税庁長官 

諮問日：平成２８年３月２８日（平成２８年（行情）諮問第２６６号） 

答申日：平成２８年８月１日（平成２８年度（行情）答申第２５４号） 

事件名：特定法人に係る調査関係書類等の不開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

  別紙に掲げる文書１ないし文書５（以下，併せて「本件対象文書」とい

う。）につき，文書１，文書４及び文書５について，その存否を明らかに

しないで開示請求を拒否し，文書２及び文書３について，これを保有して

いないとして不開示とした各決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

  行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２７年１１月１２日付け廿総第２

２１号ないし同第２２５号により廿日市税務署長（以下「処分庁」とい

う。）が行った各不開示決定（以下，併せて「原処分」という。）について，

これを取り消し，開示を求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。（なお，審査請求人が添付して

いる資料は省略する。） 

（１）審査請求書 

   ア 開示請求しているのは，特定法人の「役員名，出資者，出資金額」

だけであり，それ以外の部分は開示を求めてもいない。 

   イ 審査請求人の立場・開示請求の必要性「等」について述べる。 

   （ア）開示請求人は，特定法人から「有限会社法」の規定により出資に

応じて代表取締役特定個人Ａ氏（審査請求人の母の父，死亡，母も

死亡）に配分される財産の代襲相続人である。 

（イ）本件開示請求は，「特定法人」の清算手続を進めていくためには，

必要不可欠なものである。 

   ウ 特定法人の状況は，次のとおりであり，原処分を行った「署長」は，

「特定法人」の実態・状況を踏まえて対応したとは到底いい難い。 

（ア）特定法人は，平成８年６月１日職権により解散（同月３日登記）

されて，既に１９年以上が経過している。「特定法人」のことを知

っている者は，身内だけであり，元従業員でも「特定法人」のこと
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は，既に忘れているのではないかと思われ，また，特定法人の近所

に住んでいた人でも，高齢者がかすかに覚えているくらいだと思う。 

   （イ）特定法人の役員は，既に全員死亡している。 

（ウ）特定法人は，昭和３２年に売買で取得した土地を，ずっと所有し

ている。なお，路線価を基に計算すると，当該土地については，時

価２，０００万円程度の評価になる。 

（エ）相当な規模であった工場・事務所，機械，日本瓦を焼く「カマ」

等の施設・設備は，一切ない。 

平成８年の住宅地図には，特定法人の名称は記載されていない。

本店住所地の土地は売却されて，当該土地については，現在，「特

定法人」に無関係の第三者が所有している。 

 （オ）特定法人は，現在も活発に活動している法人とは，全く違う

（「天と地」の差がある）。 

   エ 「署長」の対応・手続（内容を含む）は，著しく正義に反し，違法

である。 

   （ア）「署長」は，「秘」ではないと理解・判断していたからこそ，「補

正」，「再補正（２回目の補正）」，「手数料（収入印紙）の追加納

付」という対応をしたとしか考えられない。 

（イ）特定職員Ｘと電話をした際も，開示請求に係る情報は「秘」では

ないと言ったのに対し，特定職員Ｘから具体的・明確に根拠（理

由）をあげての反論はなかった。原処分の決定通知書と特定職員Ｘ

の応答は全く相容れず，「禁反言」の対応をしたものとしかいいよ

うがない。 

オ 「署長」が，保有していないから不開示とした部分にも，実務経験

や特定職員Ｘの応答からすれば，大きな疑問がある。不存在とする場

合は，調査・確認等を踏まえて，審査会の答申事例のように理由付記

をしなければならないはずである。 

カ 本件開示請求が，「特定法人」はもとより第三者の利益を害するこ

とは全くない。この点は，「特定法人」の実態からもいい得る。 

（ア）本件開示請求に係る情報とは比較にならないほど広範囲の情報が，

従前から経済書籍・経済誌等に掲載され，世間一般の人が目にして

いる（一般に開示されている。）。開示請求に係る情報が「秘」だと

する主張には何の正当性もない。 

（イ）これらの情報は，「公にされ，あるいは公にすることが予定され

ている情報」というべきであって，特定法人の情報開示請求は，法

５条２号イに規定する「当該法人の権利，競争上の地位，その他正

当な利益を害するおそれがあるもの」には全く該当せず，「法人の

正当な利益等うんぬん・・・」という「署長」の主張には，何の正
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当性もない。 

（ウ）特定法人の状況・実態からも，開示請求に係る情報が「秘」とい

うのは全く当たらず，誤りである。 

キ 特定法人の「役員名」すら開示できないという「署長」の主張は，

大きな誤りである。 

（ア）役員名は誰でも閲覧できる法務局の商業登記簿ですぐ確認できる。

それなのにどうして「秘」で開示できないのか。 

（イ）「特定法人」は，国税庁通達からも，その管理から外すことので

きない法人である。「署長」は，特定法人について，適正に，十分

に管理・把握していないから述べることができないのではないか。 

開示を受けた通達によっても，「特定法人」は路線価を基に計算

すると，時価２，０００万円程度の土地を昭和３２年に取得し，以

降ずっと所有しており，「署長」が特定法人をその管理から外すこ

とは，到底あり得ない。 

   ク 「署長」による原処分は，理由提示が不十分であり，違法である。 

（ア）すなわち，不開示とする決定通知書にその理由を付記すべきもの

とされているのは，不開示理由の有無について実施機関の判断の慎

重と公正妥当を担保して，その恣意を抑制するとともに，不開示の

理由を開示請求者に知らせることによって，その不服申立てに便宜

を与える趣旨にでたものというべきであるが，「署長」による原処

分がこれを充足しているとは到底いい難い。 

   （イ）「署長」は，不開示とする理由を具体的かつ明確に述べる責務が

あるのに，一言でいえば，条文の一部を抽象的表現で述べているだ

けにすぎず，又は，不存在の理由付記も極めて不十分で，その責務

を全く果たしておらず，到底，理由提示があったとはいい難い。 

 （２）意見書 

    審査請求人から，平成２８年５月１０日付け（同月１１日収受）で意

見書が当審査会宛て提出された（諮問庁の閲覧に供することは適当でな

い旨の意見が提出されており，その内容は記載しない。）。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件開示請求等について 

本件開示請求は，廿日市税務署長（以下「処分庁」という。）に対して，

別紙に掲げる５文書（以下，第３において，別紙の文書１から文書５に掲

げる文書をそれぞれ「本件請求文書１」，「本件請求文書２」，「本件請求文

書３」，「本件請求文書４」，「本件請求文書５」という。）の開示を求める

ものである。 

これに対し，処分庁は，本件請求文書１ないし本件請求文書５について，

以下のとおり決定を行った。 
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（１）本件請求文書１について 

平成２７年１１月１２日付廿総第２２１号により，本件請求文書１の

有無を答えることにより，特定法人に対して税務調査が実施された事実

の有無（以下「本件存否情報１」という。）という法５条２号イに規定

する法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある

こと，また，本件存否情報１を開示することにより，税務行政への信頼

が損なわれ，法５条６号柱書きに規定する税務行政の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれがあることを理由として，法８条の規定に基づき，本件

請求文書１の存否を明らかにせずに開示請求を拒否する旨の不開示決定

（以下「原処分１」という。）を行った。 

（２）本件請求文書２について 

平成２７年１１月１２日付廿総第２２２号により，処分庁において，

本件請求文書２は保有していないとして不開示決定（以下「原処分２」

という。）を行った。 

（３）本件請求文書３について 

平成２７年１１月１２日付廿総第２２３号により，処分庁において，

本件請求文書３は保有していないとして不開示決定（以下「原処分３」

という。）を行った。 

（４）本件請求文書４について 

平成２７年１１月１２日付廿総第２２４号により，本件請求文書４の

有無を答えることにより，処分庁が特定法人に係る資料せんを保有して

いる事実の有無（以下「本件存否情報２」という。）という法５条２号

イに規定する法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそ

れがあること，また，本件存否情報２を開示することにより，税務行政

への信頼が損なわれ，法５条６号柱書きに規定する税務行政の適正な遂

行に支障を及ぼすおそれがあることを理由として，法８条の規定に基づ

き，本件請求文書４の存否を明らかにせずに開示請求を拒否する旨の不

開示決定（以下「原処分４」という。）を行った。 

（５）本件請求文書５について 

平成２７年１１月１２日付廿総第２２５号により，本件請求文書５の

有無を答えることにより，特定法人に対して滞納処分が実施された事実

の有無（以下「本件存否情報３」という。）という法５条２号イに規定

する法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある

こと，また，本件存否情報３を開示することにより，税務行政への信頼

が損なわれ，法５条６号柱書きに規定する税務行政の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれがあることを理由として，法８の規定に基づき，本件請

求文書５の存否を明らかにせずに開示請求を拒否する旨の不開示決定

（以下「原処分５」という。）を行った。 
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（６）審査請求人は，原処分１ないし原処分５を取り消し，本件請求文書１

ないし本件請求文書５の開示を求めていることから，以下，原処分１な

いし原処分５の妥当性について検討する。 

２ 原処分１ないし原処分５の妥当性について 

（１）原処分１について 

ア 法５条２号イ該当性について 

法５条２号イは，法人に関する情報であって，公にすることにより，

当該法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれが

あるものを不開示情報として規定している。 

税務調査を受けた法人は，一般的に，不適正な税務処理を行った疑

いがあるものと受け止められ，ひいては，取引先等から何らかの問

題がある又はその可能性が高い法人と受け取られる蓋然性が高いも

のと認められる。 

本件請求文書１の有無を答えることは，本件存否情報１を明らかに

することになり，仮に，本件請求文書１が存在するときは，当該法

人の取引先が当該法人に警戒心をもって臨むこと，あるいは契約交

渉において支障が生じるなど，当該法人の事業活動に支障を及ぼす

おそれがあると認められる。 

したがって，本件存否情報１を答えるだけで，法５条２号イの不開

示情報を開示することとなるため，本件請求文書１の開示請求は，

法８条の規定により，存否応答拒否すべきものと認められる。 

イ 法５条６号柱書き該当性について 

法５条６号柱書きは，国の機関が行う事務に関する情報であって，

公にすることにより，当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ

があるものを不開示情報として規定している。 

税務職員は，国家公務員法１００条の守秘義務とともに，国税通則

法１２６条により，国家公務員法より重い守秘義務が課せられてい

る。これは，申告納税制度の下で税務の執行を適正に行うためには，

納税者等の信頼と協力を得ることが必要であり，もし，税務職員が

職務上知り得た秘密を他に漏らすとすれば，納税者等と国税当局と

の信頼関係が損なわれ，納税者等は安んじて税務職員に対して自己

の秘密を開示しなくなり，ひいては，適正かつ公平な課税及び徴収

の実現が困難となって，申告納税制度を基本とする税務行政の運営

に重大な支障を及ぼすことになりかねないからである。 

本件請求文書１の有無を答えることは，申告納税制度を基本とする

我が国において，国税当局に対する信頼を失墜させ，納税者等の理

解と協力が得られない事態を招き，今後の税務行政の適正な遂行に

重大な支障を及ぼすおそれがあることから，本件存否情報１は法５
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条６号柱書きの不開示情報に該当すると認められる。 

したがって，本件存否情報１を答えるだけで，法５条６号柱書きの

不開示情報を開示することとなるため，本件請求文書１の開示請求

は，法８条の規定により，存否応答拒否すべきものと認められる。 

（２）原処分２及び原処分３について 

ア 内国法人である普通法人は，法人税法７４条１項に基づき，原則と

して事業年度終了の日の翌日から２月以内に税務署長に確定申告書を

提出しなければならないとされている。 

確定申告書には，同条３項及び同法施行規則３５条に基づき，当該

事業年度の貸借対照表及び損益計算書（以下「決算書等」という。）

並びに当該決算書等に係る勘定科目内訳明細書及び法人事業概況説

明書（以下「添付書類」という。）を添付しなければならないことと

されている。 

本件請求文書２のうち確定申告書（別表１）は，当該事業年度の課

税標準である所得の金額又は欠損金額から法人税額を計算するため

に使用するものであり，その記載事項は，同法施行規則３４条２項

に基づき，同規則別表１の書式によることとされ，確定申告書を構

成する書類の一つである。 

本件請求文書２のうち確定申告書（別表２）は，法人が同法２条１

０号に規定する同族会社に該当するかどうか及び同法６７条１項に

規定する特定同族会社に該当するかどうかを判定するために使用す

るものであり，その記載事項は，同法施行規則３４条２項に基づき，

同規則別表２の書式によることとされ，確定申告書を構成する書類

の一つである。 

本件請求文書２のうち役員報酬手当等及び人件費の内訳書は，確定

申告書に添付される決算書等における資産や負債等の各項目のうち，

役員報酬手当等及び人件費の詳細な説明資料であり，勘定科目内訳

明細書を構成する書類の一つである。 

本件請求文書２のうち法人事業概況説明書は，事業内容，支店・海

外取引情報等の事業等の概況に関する書類である。 

本件請求文書３の法人税歴表は，処分庁において管理する全ての法

人について作成し，各種の情報を集積するために使用するファイル

であり，本件請求文書２の法人事業概況説明書を含む法人に関する

資料を編てつし，各種の情報を記載するものである。 

処分庁では，確定申告書及び添付書類を収受した場合には，当該確

定申告書等の情報を国税総合管理システムに入力し，その後一定の

処理を了した後に，確定申告書並びに決算書等及び勘定科目内訳明

細書については法人課税ファイル，法人事業概況説明書については
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法人税歴表に編てつ・保管することとなる。 

イ 処分庁は，原処分２及び原処分３を行う際に，国税総合管理のシス

テムの入力事績を確認するとともに，関係部署において現に保有して

いる行政文書を探索したが，本件請求文書２及び本件請求文書３を保

有している事実は確認できなかった。 

また，本件審査請求を受け，処分庁は，改めて署内の書庫，事務室

及び電子情報として保存されている文書を探索したが，処分庁におい

て本件請求文書２及び本件請求文書３を保有している事実は確認でき

なかった。 

よって，本件請求文書２及び本件請求文書３の探索範囲及び探索方

法は合理的なものと認められ，これを覆すに足る事情は存在しないこ

とから，処分庁において本件請求文書２及び本件請求文書３を保有し

ているとは認められない。 

（３）原処分４について 

ア 法５条２号イ該当性について 

資料せんは，法律により提出が義務付けられている支払調書を含め，

国税当局が保有する特定の法人に係る財務情報や取引情報等の各種

情報が記載された文書である。 

本件請求文書４の有無を答えることは，国税当局が特定法人に係る

財務情報や取引情報等の各種情報を保有している事実の有無を明ら

かにすることとなり，仮に，本件請求文書４が存在しないときは，

特定法人が支払調書等の作成対象となる取引を行っていないという

取引情報から，同業他社との競争関係において不利となるなど，特

定法人の事業活動に支障を及ぼすおそれがあると認められる。 

したがって，本件存否情報２を答えるだけで，法５条２号イの不開

示情報を開示することとなるため，本件請求文書４の開示請求は，

法８条の規定により，存否応答拒否すべきものと認められる。 

イ 法５条６号柱書き該当性について 

税務職員は，国家公務員法１００条の守秘義務とともに，国税通則

法１２６条により，国家公務員法より重い守秘義務が課せられてい

る。 

これは，申告納税制度の下で税務の執行を適正に行うためには，納

税者等の信頼と協力を得ることが必要であり，もし，税務職員が職

務上知り得た秘密を他に漏らすとすれば，納税者等と国税当局との

信頼関係が損なわれ，納税者等は安んじて税務職員に対して自己の

秘密を開示しなくなり，ひいては，適正かつ公平な課税及び徴収の

実現が困難となって，申告納税制度を基本とする税務行政の運営に

重大な支障を及ぼすことになりかねないからである。 
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本件請求文書４の有無を答えることは，申告納税制度を基本とする

我が国において，国税当局に対する信頼を失墜させ，納税者等の理

解と協力が得られない事態を招き，今後の税務行政の適正な遂行に

重大な支障を及ぼすおそれがあることから，本件存否情報２は法５

条６号柱書きの不開示情報に該当すると認められる。 

したがって，本件存否情報２を答えるだけで，法５条６号柱書きの

不開示情報を開示することとなるため，本件請求文書４の開示請求

は，法８条の規定により，存否応答拒否すべきものと認められる。 

ウ 不開示情報該当性（法５条６号イ該当性）の追加について 

法５条６号イは，租税の賦課若しくは徴収に関する事務に関し，正

確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を

容易にし，若しくはその発見を困難にするおそれがあるものを不開

示情報と規定している。 

本件請求文書４の有無を答えることは，国税当局が特定法人に係る

財務情報や取引情報等の各種情報を保有している事実の有無を明ら

かにすることとなり，仮に，本件請求文書４が存在しないときは，

当局が当該法人の情報を保有していないことが明らかになり，その

結果，一部の納税者においては，税務計算上の不正を図るなど租税

の賦課若しくは徴収に係る事務に関し，国税当局による正確な事実

の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし，

若しくは発見を困難にするおそれがあることから，本件存否情報２

は法５条６号イの不開示情報に該当するものと認められる。 

したがって，本件存否情報２を答えるだけで，法５条６号イの不開

示情報を開示することとなるため，本件請求文書４の開示請求は，

法８条の規定により，存否応答拒否すべきものと認められる。 

（４）原処分５について 

ア 法５条２号イ該当性について 

本件請求文書５の有無を答えることは，本件存否情報３及び特定法

人が国税を滞納していたという事実の有無を明らかにすることにな

り，仮に，本件請求文書５が存在するときは，特定法人の取引先が

当該法人に警戒心をもって臨むこと，あるいは契約交渉等において

支障が生じるなど，当該法人の事業活動に支障を及ぼすおそれがあ

ることから，本件存否情報３は，法５条２号イの不開示情報に該当

すると認められる。 

したがって，本件存否情報３を答えるだけで，法５条２号イの不開

示情報を開示することとなるため，本件請求文書５の開示請求は，

法８条の規定により，存否応答拒否すべきものと認められる。 

イ 法５条６号柱書き該当性について 
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税務職員は，国家公務員法１００条の守秘義務とともに，国税通則

法１２６条により，国家公務員法より重い守秘義務が課せられてい

る。 

これは，申告納税制度の下で税務の執行を適正に行うためには，納

税者等の信頼と協力を得ることが必要であり，もし，税務職員が職

務上知りえた情報を他に漏らすとすれば，納税者等と国税当局との

信頼関係が損なわれ，納税者等は安んじて税務職員に対して自己の

秘密を開示しなくなり，ひいては，適正かつ公平な賦課及び徴収の

実現が困難となって，申告納税制度を基本とする税務行政の運営に

重大な支障を及ぼすことになりかねないからである。 

本件請求文書５の有無を答えることは，本件存否情報３及び特定法

人が国税を滞納していたという事実の有無を明らかにすることにな

り，仮に，本件請求文書５が存在するときは，滞納者のみならずそ

の他の納税者からの国税当局の信頼を失墜させ，税務行政に対する

納税者等の理解と協力が得られない事態を招くなど，今後の税務行

政の円滑な運営に重大な支障を及ぼすおそれがあることから，本件

存否情報３は法５条６号柱書きの不開示情報に該当すると認められ

る。 

  したがって，本件存否情報３を答えるだけで，法５条６号柱書きの

不開示情報を開示することとなるため，本件請求文書５の開示請求は，

法８条の規定により，存否応答拒否すべきものと認められる。 

３ 審査請求人の主張について 

（１）審査請求人は，審査請求書の不服の理由において，開示請求人は特定

法人の代表取締役である特定個人の代襲相続人であること及び本件開示

請求は特定法人の清算手続を進めていくために必要不可欠なことである

ことを主張するが，法が定める開示請求制度は，何人に対しても，請求

の目的の如何を問わず開示請求を認める制度であり，開示請求者の個別

事情により開示・不開示の判断が左右されるものではないため，審査請

求人の主張は採用できない。 

（２）審査請求人のその他の主張は，上記２の判断を左右するものではない。 

４ 結論 

以上のことから，本件請求文書１，本件請求文書４及び本件請求文書５

について，その存否を明らかにせずに不開示とした原処分１，原処分４及

び原処分５並びに本件請求文書２及び本件請求文書３について，不存在と

して不開示とした原処分２及び原処分３は妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成２８年３月２８日 諮問の受理 
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② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年５月１１日    審査請求人から意見書及び資料を収受 

④ 同年７月１３日    審議 

⑤ 同月２８日      審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件対象文書について 

本件開示請求は，別紙１に掲げる文書１ないし文書５（本件対象文書）

について，「役員名，出資者，出資金額」の記載されている部分の開示を

求めるものである。 

処分庁は，文書１，文書４及び文書５については，その存否を答えるだ

けで法５条２号イ及び６号柱書きの不開示情報を開示することとなるため

その存否を明らかにせずに開示請求を拒否するとの各決定を行い，文書２

及び文書３については，これを保有していないため，不開示とする各決定

を行った。 

これに対し，審査請求人は，原処分の取消しを求めているところ，諮問

庁は，文書４の存否情報に係る不開示理由に法５条６号イ該当を追加した

上で，原処分を妥当としていることから，以下，文書１，文書４及び文書

５の存否応答拒否の妥当性並びに文書２及び文書３の保有の有無について

検討する。 

２ 文書１，文書４及び文書５の存否応答拒否の妥当性について 

（１）文書１について 

ア 文書１は，特定法人に係る調査関係書類のうち，税務署で保有する

一番古いものであり，審査請求人は，文書１のうち「役員名，出資者，

出資金額」が記載されている部分の開示を求めている。 

  イ 諮問庁は，税務調査を受けた法人は，一般的に，不適正な税務処理

を行った疑いがあるものと受け止められ，ひいては，取引先等から何

らかの問題がある又はその可能性が高い法人と受け止められる蓋然性

が高いものと認められ，文書１の有無を答えることは，特定法人が税

務調査を受けたという事実の有無（本件存否情報１）を明らかにする

こととなり，仮に，文書１が存在するとすれば，当該法人の取引先が

当該法人に警戒心をもって臨み，あるいは契約交渉において支障が生

じるなど，当該法人の事業活動に支障を及ぼすおそれがあることから，

本件存否情報１を答えるだけで，法５条２号イの不開示情報を開示す

ることとなるため，法８条の規定により，存否応答拒否すべき旨説明

する。 

  ウ そこで検討すると，文書１の存否を答えることによって明らかとな

る情報は，特定法人が税務調査を受けたという事実の有無（本件存否

情報１）であると認められる。 
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そして，税務調査を受けた法人は，一般的に，不適正な税務処理を

行った疑いがあるものと受け止められ，ひいては取引先等から何ら

かの問題がある又はその可能性が高い法人と受け取られる蓋然性が

高いと認められるから，本件存否情報１は，これを公にすると，特

定法人の活動に支障を及ぼすおそれがあり，特定法人の権利，競争

上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認められる。 

    したがって，本件存否情報１は，これを公にすると，法５条２号イ

の不開示情報を開示することとなるため，同条６号柱書きについて判

断するまでもなく，その存否を明らかにしないで開示請求を拒否すべ

きものと認められる。 

（２）文書４について 

  ア 文書４は，特定法人に係る資料せんであり，審査請求人は，文書４

のうち「役員名，出資者，出資金額」が記載されている部分の開示を

求めている。 

  イ 諮問庁は，資料せんは，特定法人に係る財務情報や取引情報等の各

種情報が記載された文書であり，文書４の有無を答えることは，国税

当局が特定法人に係る財務情報や取引情報等の各種情報を保有してい

る事実の有無（本件存否情報２）を明らかにすることとなり，仮に，

文書４が存在しないとすれば，国税当局が当該法人の情報を保有して

いないことが明らかになり，その結果，一部の納税者においては，税

務計算上の不正を図るなど租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し，

国税当局による正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しく

は不当な行為を容易にし，若しくは発見を困難にするおそれがあるこ

とから，本件存否情報２を答えるだけで，法５条６号イの不開示情報

を開示することとなるため，法８条の規定により，存否応答拒否すべ

き旨説明する。 

  ウ そこで検討すると，文書４の存否を答えることによって明らかとな

る情報は，国税当局の特定法人に係る財務情報や取引情報等の各種情

報の保有の事実の有無（本件存否情報２）であると認められる。 

    そして，本件存否情報２は，これを公にすると，一部の納税者にお

いては税務計算上の不正を図るなど，租税の賦課若しくは徴収に係る

事務に関し，国税当局による正確な事実の把握を困難にするおそれ又

は違法若しくは不当な行為を容易にし，若しくは発見を困難にするお

それがあると認められる。 

    したがって，本件存否情報２は，これを公にすると，法５条６号イ

の不開示情報を開示することとなるため，同条２号イ及び６号柱書き

について判断するまでもなく，その存否を明らかにしないで開示請求

を拒否すべきものと認められる。 



  

 - 12 - 

（３）文書５について 

ア 文書５は，特定法人に係る滞納処分関係書類のうち，税務署で保

有する一番古いものであり，審査請求人は，文書５のうち「役員名，

出資者，出資金額」が記載されている部分の開示を求めている。 

イ 諮問庁は，文書５の有無を答えることは，特定法人に対して滞納

処分が実施された事実の有無（本件存否情報３）及び特定法人が国

税を滞納していたという事実の有無を明らかにすることになり，仮

に，文書５が存在するとすれば，特定法人の取引先が当該法人に警

戒心をもって臨み，あるいは契約交渉等において支障が生じるなど，

当該法人の事業活動に支障を及ぼすおそれがあることから，文書５

の存否を答えるだけで，法５条２号イの不開示情報を開示すること

となるため，法８条の規定により，存否応答拒否すべき旨説明する。 

ウ そこで検討すると，文書５は，特定法人が国税を滞納しているこ

とを前提としたものであり，文書５の存否を答えることによって明

らかとなる情報は，特定法人に対して滞納処分が実施された事実の

有無（本件存否情報３）及び特定法人が国税を滞納していたという

事実の有無（以下，「本件存否情報３」と併せて「本件存否情報４」

という。）であると認められる。 

  そして，本件存否情報４は，特定法人に関する情報であり，これ

を公にすると，信用等の特定法人の運営上の地位を害するおそれが

あることから，特定法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を

害するおそれがあると認められる。 

したがって，本件存否情報４は，これを公にすると，法５条２号

イの不開示情報を開示することとなるため，同条６号柱書きについ

て判断するまでもなく，その存否を明らかにしないで開示請求を拒

否すべきものと認められる。 

３ 文書２及び文書３の保有の有無について 

（１）諮問庁は，文書２及び文書３の保有の有無等について，次のとおり説

明する。 

ア 文書２の「役員報酬手当等及び人件費の内訳書」及び法人事業概況

説明書は，法人税の確定申告書とともに各税務署に提出される書類で

あり，文書３の法人税歴表は，各税務署において管理する全ての法人

について作成し，各種の情報を集積するために使用するファイルであ

る。 

イ 各税務署では，確定申告書及び添付書類を収受した場合には，当該

確定申告書等の情報を国税総合管理システムに入力し，その後一定の

処理を了した後に，確定申告書並びに決算書等及び勘定科目内訳明細

書については法人課税ファイルに，法人事業概況説明書については法
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人税歴表にそれぞれ編てつ・保管することとなる。 

ウ 処分庁は，原処分２及び原処分３を行う際に，国税総合管理システ

ムの入力事績を確認するとともに，関係部署において現に保有してい

る行政文書を探索したが，文書２及び文書３を保有している事実は確

認できなかった。 

エ 本件審査請求を受け，処分庁は，改めて廿日市税務署内の書庫，事

務室及び電子情報として保存されている文書を探索したが，廿日市税

務署において文書２及び文書３を保有している事実は確認できなかっ

た。 

（２）そこで，国税総合管理システム等について，当審査会事務局職員をし

て確認させたところ，諮問庁は次のとおり説明する。 

ア 国税総合管理システムは，平成７年以降，順次導入を進め，平成１

３年からは全国の税務署等での運用を開始したものであり，税務行政

の根幹となる各種事務処理の高度化・効率化を図るため導入したもの

である。 

イ 同システムには，法人税の確定申告書に記載された情報を始め，国

税当局が業務を行うために必要な情報が蓄積・管理されているところ，

法人税の確定申告書に関する情報は，法人税の確定申告書の保存期間

が経過した後，上記システムのデータ消去処理事務に従い，消去して

いる。 

（３）また，法人税の確定申告書等の保存がない場合及びそれらの保存期間

について，当審査会事務局職員をして確認させたところ，諮問庁は，次

のとおり説明する。 

ア 法人税の確定申告書等の保存がない場合とは，その提出がない場合

や，確定申告書等の保存期間が経過して廃棄処理をした場合等があり，

法人税の確定申告書等の保存期間は，国税庁行政文書管理規則等にお

いて，７年又は９年とされている。 

イ 法人税歴表の保存がない場合とは，法人の設立直後等で国税当局に

おいてその設立を把握していない場合や，法人税歴表の保存期間が経

過して廃棄処理をした場合等があり，法人税歴表の保存期間は，国税

庁行政文書管理規則等において，７年とされている。 

ウ また，税務署等において管理対象とした法人のうち，次のような法

人に該当するものは，決裁を行った上，管理対象から外すこととして

おり，当該決裁に係る文書の保存期間は，国税庁行政文書管理規則等

において，７年とされている。 

    ① 商業登記簿を閉鎖した法人 

② 収益事業を廃止した公益法人等 

③ 商業登記簿は閉鎖していないが，事実上廃業したと税務署等が 
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判断した法人 

（４）上記（１）ないし（３）を踏まえて検討すると，法人税の確定申告書

等や法人税歴表は，国税当局において，法人の法人税等の課税関係を把

握し，当該法人を管理するために必要な書類であって，当該法人につい

て通常の管理をする必要がなくなったと認められる一定の場合に，国税

総合管理システム上のデータも含め，一定の保存期間満了後に廃棄する

という取扱いには合理性が認められる。 

また，諮問庁から国税庁行政文書管理規則等の提出を受け，当審査会

において確認したところ，それらの内容は，上記（３）の諮問庁の説明

のとおりであると認められ，廿日市税務署において，特定法人の法人税

の確定申告書等，法人税歴表を保有していないとしても不自然とはいえ

ない。 

（５）以上のことから，文書２及び文書３を保有していないとする諮問庁の

説明に不自然，不合理な点はなく，他にこれを覆すに足る事情もないこ

とから，廿日市税務署において文書２及び文書３を保有しているとは認

められない。 

４ 審査請求人のその他の主張について 

（１）審査請求人は，本件開示請求は，特定法人の清算手続を進めていくた

めには必要不可欠なものであり，特定法人は，平成８年６月１日に職権

によって解散され，既にそれから１９年以上が経過している状況等を踏

まえて対応すべき旨主張する。 

しかしながら，法が定める開示請求制度は，何人に対しても，請求の

目的如何を問わず開示請求を認める制度であり，開示請求者の個別事情

により開示・不開示の判断が左右されるものではないことから，特定法

人の清算手続に必要であること等，開示請求者の個別的事情を考慮すべ

きものではない。 

また，特定法人が職権により解散され，活発に活動している法人とは

全く違うとの主張については，特定法人の法人格は現在も存続している

のであるから，文書１及び文書５の存否を明らかにすることにより，特

定法人の正当な利益を害するおそれがあることは，上記２のとおりであ

る。 

 （２）審査請求人は，特定法人が時価２，０００万円程度の土地を所有して

いるため，国税庁通達によれば，税務署長が特定法人をその管理から外

すことはあり得ない旨主張する。 

しかしながら，審査請求人は，上記第２の２（１）ウのとおり，審査

請求書において，①特定法人は平成８年に職権により解散され，既にそ

れから１９年以上が経過している，②特定法人の役員は，既に全員死亡

している，③特定法人の工場等の施設・設備は一切ない及び④平成８年
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の住宅地図には，特定法人の名称は記載されていない旨説明をしている

ところ，文書２及び文書３の保存期間は７年又は９年とされていること

から，廿日市税務署における特定法人の管理の如何にかかわらず，同税

務署において，文書２及び文書３を保有していないとしても不自然とは

いえないことは上記３のとおりである。 

（３）審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の判断を左

右するものではない。 

５ 本件各不開示決定の妥当性について 

以上のことから，①文書１，文書４及び文書５につき，その存否を答え

るだけで開示することとなる情報は法５条２号イ及び６号柱書きに該当す

るとして，その存否を明らかにしないで開示請求を拒否し，②文書２及び

文書３につき，これを保有していないとして不開示とした各決定について，

①につき諮問庁が当該情報は同条２号イ並びに６号柱書き及びイに該当す

ることから当該開示請求を拒否すべきとしていることについては，当該情

報は同条２号イ及び６号イに該当すると認められるので，同号柱書きにつ

いて判断するまでもなく，文書１，文書４及び文書５の開示請求を拒否し

たことは妥当であり，廿日市税務署において文書２及び文書３を保有して

いるとは認められず，不開示としたことは妥当であると判断した。 

（第４部会） 

  委員 鈴木健太，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子 
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別紙 

 

文書１ 

特定法人に係る以下の文書のうち，「役員名，出資者，出資金

額」。 

・ 調査関係書類のうち，税務署で保有する一番古いもの 

文書２ 

特定法人に係る以下の文書のうち，「役員名，出資者，出資金

額」。 

・ 法人税確定申告書（別表１，別表２，役員報酬手当等及び人

件費の内訳書）のうち，税務署で保有する一番古いもの 

・ 法人事業概況説明書のうち，税務署で保有する一番古いもの 

文書３ 

特定法人に係る以下の文書のうち，「役員名，出資者，出資金

額」。 

・ 法人税歴表 

文書４ 

特定法人に係る以下の文書のうち，法人の「役員名，出資者，出

資金額」。 

・ 資料せん 

文書５ 

特定法人に係る以下の文書のうち，「役員名，出資者，出資金

額」。 

・ 滞納処分関係書類のうち，税務署で保有する一番古いもの 

 




